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～知る・測る・減らす・知らせる～
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本日のプログラム
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１．はじめに

２．講演「脱炭素経営の概要と取り組みへのアプローチ」

３．事例紹介（株式会社アップルツリー様）

４．地域脱炭素・京都コンソーシアムの活用方法（京都府脱炭素社会推進課）

５．事例紹介（京都府地球温暖化防止活動推進センター様）

６．府有林を活用した森林クレジットの紹介（京都府林業振興課）

７．質疑応答
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株式会社フォーバルについて
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会社名
株式会社 フォーバル（東京証券取引

所 8275）

本社
東京都渋谷区神宮前五丁目52番2号

青山オーバルビル14階

設立 1980年9月18日

代表者
代表取締役会長 大久保 秀夫

代表取締役社長 中島 將典

資本金 41億5千万円（2025年3月期・第45期）

売上高

（連結）

726億2千9百万円（2025年3月期・第

45期）

従業員

（連結）
2,424人（2025年3月末現在）

事業内容

• 情報通信コンサルティング

（IP統合システム、情報セキュリ

ティ、Web構築など）

• 経営コンサルティング

（総合コンサルティング、海外進出、

人材・教育、環境、事業承継など）

拠点所在

地

札幌／仙台／東京／横浜／名古屋

大阪／京都／北九州／福岡／佐賀／鹿児島

関係会社

国内グループ会社 29社

海外グループ会社 6社

持分法適用会社 2社

海外
カンボジア、ベトナム、インドネシア、

ミャンマー、タイ

主な取得

認証

• ISO 30414 認証（人的資本の情報開

示）

• デコ活宣言、デコ活サービス認定（き

づなPARK）

• DX認定

• 経営革新等支援機関認定

• 情報処理支援機関認定（スマートSME

サポーター）

• くるみん認定

はじめに
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２．脱炭素経営の概要とその取り組みへのアプローチ
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① なぜ中小企業に脱炭素が求められているのか

② 脱炭素経営について 「知る」

③ 排出量を可視化する 「測る」

④ 削減の計画を立てる 「減らす」

⑤ 自社の取り組みを「知らせる」
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２．脱炭素経営の概要とその取り組みへのアプローチ
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なぜ中小企業に脱炭素が求められているのか

深刻化する気候変動
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気候変動による異常気象は世界各地で発生しており、その人的被害も甚大なものとなっている

2025.11東南アジア、過去300年で最大の降水量を観測

出典：BBC(https://www.bbc.com/news/articles/ckg97wx144jo)
、WNN(https://weathernews.jp/news/202503/120225/)

2025.2.岩手県大船渡市は山火事で市内面積の
10%近くを焼失
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なぜ中小企業に脱炭素が求められているのか

気候変動による影響
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・CO2をはじめとした温室効果ガスの影響により、世界の平均気温は産業革命前から+1.1℃上昇
・国内でも豪雨災害の頻発化や猛暑日の増加（熱中症リスク）、農作物の収穫減、サプライチェー
ンの寸断等が気候変動により発生
・2100年には最大4.4℃上昇が予測されており、 気候変動による外部環境の変化が経営上のリスクへ

出典：脱炭素ポータル 「カーボンニュートラルとは」
2025.3 日本の気候変動概要版
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なぜ中小企業に脱炭素が求められているのか

国内外の目標
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世界の目標⇒パリ協定（2015年）「気温上昇を産業革命前と比べて1.5℃に抑える」
日本の目標⇒2050年カーボンニュートラル（ネットゼロ）、2030年度に2013年度比46%削減

（パリ協定と整合）

出典：R7 環境省「地球温暖化対策計画の概要」
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なぜ中小企業に脱炭素が求められているのか

京都府の目標
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出典：R5.3「京都府地球温暖化対策推進
計画」京都府HPより

京都府は2050年までに「温室効果ガス排出量実質ゼロ」の実現を目指し、そのための中期目標として、
温室効果ガス排出量を2030年度までに2013年度比46％以上削減することを目標としている
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なぜ中小企業に脱炭素が求められているのか

国内大企業の動き
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・大企業における気候変動対策は国内目標の達成とともに、自社の経営リスク低減や企業
価値向上のため、事業戦略の柱になりつつある
・目標達成のために、サプライチェーン全体（スコープ３）での脱炭素の取組みが広がってきてお
り、取引先（中小企業）への要請が本格化

出典：R7.3「環境省サプライヤーエンゲージメント事例集」より
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なぜ中小企業に脱炭素が求められているのか

国内大企業を取り巻く環境
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・有価証券報告書よるスコープ３の情報開示が義務化される見通しで、2027年から開始の予定
・機関投資家や金融機関は、財務情報に加えて非財務情報も厳しく評価するように 

出典：R7.7金融審議会「サステナビリティ情報の

開示と保証のあり方に関するWG」・GPIF HPより

※GPIF：国内の積み立て年金を運用する法人
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なぜ中小企業に脱炭素が求められているのか

スコープ３とは
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・排出量は自社の分と自社以外の分（スコープ３）に分けられており、大企業の取り組みとし
てスコープ３の排出量の測定やその削減も求められている

出典：経済産業省資源エネルギー庁HPより
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なぜ中小企業に脱炭素が求められているのか

中小企業の脱炭素取り組み状況

14

出典：日本商工会議所・東京商工会議所「
2025年度中小企業の省エネ・脱炭素に関す
る実態調査」

取り組みを行っていない事業者は３割ほどで、具体的に行動している事業者が７割近くに
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なぜ中小企業に脱炭素が求められているのか

中小企業と脱炭素
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脱炭素に取り組まないリスクは、大きく４つある

ビジネス機会の損失

• 大企業からの要

請に対応できな

い企業は、取引

先から除外され

る可能性

エネルギーコスト

• 電力需要の拡

大等により、エネ

ルギーコストは今

後も上昇していく

見込み

事業継続

• 環境問題に取り

組まないことで、

同業他社に比べ

人材確保や事

業優位性に遅

れをとる可能性

資金調達

• ※ESG投資の

拡大により、脱

炭素未対応企

業への投資額が

減少する可能性

環境省「中小規模事業者のための脱炭素経
営導入ハンドブック」をもとに作成

※ESG投資：ESGの観点も考慮し、持続可能な成長が見込まれる企業に対して投資していく、SLL等の手法
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なぜ中小企業に脱炭素が求められているのか

中小企業と脱炭素
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脱炭素に取り組むメリットは、大きく４つある

ビジネス機会の拡大

• 取引の継続や

新規取引先の

創出により競争

力を強化し、企

業の持続的な

成長へ

エネルギー管理

• 省エネにより光

熱費や燃料費

を節減すること

で、エネルギーコ

ストが上昇した

際のリスクを低

減

自社ブランディング

• 環境問題に取り

組んでいることを

PRすることで、

知名度の向上

や人材獲得力

の強化へ

資金調達

• 脱炭素に取り組

むことで、SLL等、

資金調達上で

より優位に

環境省「中小規模事業者のための脱炭素経
営導入ハンドブック」をもとに作成
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２．脱炭素経営の概要とその取り組みへのアプローチ
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脱炭素経営について「知る」

脱炭素経営の概要

18

・脱炭素経営とは気候変動対策（脱炭素）の視点を織り込んだ企業経営のこと。
・ステップは知る→測る→減らす→知らせるの各フェーズを段階を踏んで対応
・まずは知ることから

知る 測る 減らす 知らせる

• 脱炭素が求めら
れる背景

• メリットやデメリット
の理解

• 脱炭素の進め方

• 算定する目的
• 排出量の算定

方法
• ツールの活用

• 削減目標や計
画を策定

• 省エネの推進
• エネルギー源の

転換
• 再エネの利活用

• 取組みの公開
方法を検討

• 排出削減の推
移の把握
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脱炭素経営について「知る」

メリット１（ビジネス機会の拡大）

19

大企業からの協力要請は年々増加傾向にあり、脱炭素経営を進めることで取引継続や新規開拓
に繋がる可能性が高い

出典：R6中小企業白書
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脱炭素経営について「知る」

メリット２（エネルギーコストの削減）
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・蛍光灯の製造は2027年末までに全て終了予定であり、LED照明への変更が必要
・LED照明への変更で消費電力が少なくなり、かつ補助金制度も活用可能

出典：経済産業省HP,
環境省HPより
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脱炭素経営について「知る」

メリット３（エネルギーリスクの低減）

21

• 産業用電気代は2020年から2023年にかけて約1.5倍に上昇しており、今後さらに価格上昇
する可能性

• 例えば太陽光発電を導入すれば自社内での電力供給が可能となり、電気代高騰リスクを低
減することが可能（補助金制度もあり）

• 蓄電池を併用すれば災害等による停電時でも事業継続が可能

出典：資源エネルギー庁HPより
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脱炭素経営について「知る」

メリット４（自社のブランディング）
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・脱炭素経営に取り組むことは、企業イメージ向上やステークホルダーからの評価向上に繋がる
・若い世代は義務教育でSDGsを学んでおり、企業の環境配慮や社会貢献に対する意識が高い

出典：環境省「地域ぐるみ
での支援体制構築ガイドブ
ック」
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脱炭素経営について「知る」

メリット５（資金調達）
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・京都府では脱炭素に取り組む企業様を対象に様々な支援メニューを用意
・府内金融機関と連携し、脱炭素の取り組みに応じた金利優遇等のサービス(SLL)を実施

出典：京都府HPより
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２．脱炭素経営の概要とその取り組みへのアプローチ
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① なぜ中小企業に脱炭素が求められているのか

② 脱炭素経営について 「知る」

③ 排出量を可視化する 「測る」

④ 削減の計画を立てる 「減らす」

⑤ 自社の取り組みを「知らせる」
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排出量を可視化する「測る」

なぜ測定する必要があるのか

25

• 脱炭素経営のメリットを享受するためにはまず測定が必要
• CO2排出量を減らすために、社内でどの程度の排出があるのか把握する必要あり
• 排出量を可視化することで、どの分野が減らしやすいのか見えてくる

知る 測る 減らす 知らせる

• 脱炭素が求めら
れる背景

• メリットやデメリット
の理解

• 脱炭素の進め方

• 算定する目的
• 排出量の算定

方法
• ツールの活用

• 削減目標や計
画を策定

• 省エネの推進
• エネルギー源の

転換
• 再エネの利活用

• 取組みの公開
方法を検討

• 排出削減の推
移の把握
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排出量を可視化する「測る」
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自社のスコープ１とスコープ２についてそれぞれどの程度CO2を排出しているのか把握

測定の対象

• 社用車用のガソリンや軽油

• 給湯器や暖房に使用するガスや灯油

• 工場ボイラーに使用する重油

スコープ１（燃料使用）

• 事務所や営業所の照明、冷暖房、OA機器

等

• 工場の空調設備や生産設備、厨房設備等

スコープ２（主に電力使用）

出典：経済産業省資源エネルギー庁HPより



Copyright(c) 2025 Forval corporation All Right reserved.

排出量を可視化する「測る」

計算の方法
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・燃料や電力の使用量（活動量）に単位当たりの排出量（係数）を掛け合わせて算出
・係数（排出原単位）は環境省HPで公開

（例）
▼ 電気の場合 ▼ ガソリンの場合
  年間使用量      排出原単位 年間使用量 排出原単位

  50,000 kWh × 0.457 kg 2,000 L × 2.32 kg

= 4.64 トン-CO2 = 22.85 トン-CO2

出典：環境省「中小企業向けの脱
炭素経営導入ハンドブック」より
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排出量を可視化する「測る」

無料の算定ツール

28

・日本商工会議所から排出量を算定するツールがダウンロード可能
・毎年変更となる係数（排出原単位）も反映

出典：環境省「中小企業向けの脱
炭素経営導入ハンドブック」より
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京都ゼロカーボン・フレームワーク

府内企業

金融機関 京都府

✓ SLL実行
✓ 進捗確認（対話）

✓ レポーティング

✓ 計画書・報告
書の評価

✓ 指導・助言等

✓ 計画書・
報告書提出

✓ SLL実行支援
✓ コンソーシアムで

の連携
日本銀行より

バックファイナンス

仕組全体を
JCR等から認証

主なメリット 京都ゼロカーボン・フレームワーク

第三者認証費用 ０円／件

最低融資金額 設定なし

金融機関事務（SPT設定・評価等） なし

排出量を可視化する「測る」

削減目標の達成により金利優遇を受けられる融資契約（サステナビリティ・リンク・ローン）において必
要な第三者評価に、京都府条例に基づく特定事業者制度を準用し、審査コストを省略できる制度

29

出典：京都府HPより
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様式名 対象者

参加表明書（1号様式） 金融機関

融資実行報告書（2号様式） 金融機関

基準年度排出量算定シート（3号様式の2） 融資先企業

排出量削減計画書（3号様式の1） 融資先企業

内訳書（4号様式） 融資先企業

変更届出書（5号様式） 融資先企業

排出量削減報告書（6号様式） 融資先企業

融資完了報告書（7号楊様式） 金融機関

本セミナーではSLL組成に必要な書類のうち、記入サポートが必要な基準年度排出量算定シートを活用し、
排出量算定をデモンストレーションします。

SLL組成に提出が必要な書類

基準年度排出量算定シート（Excel）

目的

過去のCO2排出量を算出し、今後の目標設定の基準となる

排出量を設定する

記載事項

• 電気使用量

• 電気供給者

• ガソリン等燃料使用量

• 自家発電量（任意）ほか

特徴

法律（省エネ法、温対法律）に基づく算定方法で信頼性あり

排出量を可視化する「測る」

30

出典：京都府HPより
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「京都ゼロカーボン・フレームワーク」サステナビリティ・リンクローン必要書類の

（R7.9～）基準年度排出量算定シート （3号様式の２）

を用いた排出量算定デモを行います。

こちらのシートは、京都府ホームページよりダウンロードが可能です。

https://www.pref.kyoto.jp/tikyu/enterprise/esg/zcfw.html

京都ゼロカーボン・フレームワーク

排出量を可視化する「測る」

31

出典：京都府HPより
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排出量を可視化する「測る」

算定ツールで計算してみましょう

32

出典：京都府HPより
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２．脱炭素経営の概要とその取り組みへのアプローチ

33

① なぜ中小企業に脱炭素が求められているのか

② 脱炭素経営について 「知る」

③ 排出量を可視化する 「測る」

④ 削減の計画を立てる 「減らす」

⑤ 自社の取り組みを「知らせる」
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削減の計画を立てる 「減らす」

測定→削減へ

34

知る 測る 減らす 知らせる

• 脱炭素が求めら
れる背景

• メリットやデメリット
の理解

• 脱炭素の進め方

• 算定する目的
• 排出量の算定

方法
• ツールの活用

• 削減目標や計
画を策定

• 省エネの推進
• エネルギー源の

転換
• 再エネの利活用

• 取組みの公開
方法を検討

• 排出削減の推
移の把握

• 測定し排出量を可視化したら、削減のフェーズへ
• 削減効果が高そうなものや、すぐに取り組みが出来そうなものをまずは検討
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削減の計画を立てる 「減らす」

まずはリストアップしてみる

35

・削減しやすいところ、削減効果が大きいところを中心に考えていくと取り組みやすい
・①省エネ⇒②電化⇒③再エネの順番で取り組んでいくと効果的

出典：環境省「中小企業向けの脱
炭素経営導入ハンドブック」より
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排出量削減（①省エネ）

36

・まずは家庭と同様に消費エネルギーを減らす取り組みでムリのない活動から検討
・次に補助金活用も見据えた、エネルギー効率の高い設備導入の検討

削減の計画を立てる「減らす」

コスト０で電気代を5-10%削減

補助対象の設備入れ替えを検討（設備例）

出典：資源エネルギー庁HPより
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削減の計画を立てる「減らす」

37

京都府の「省エネ・節電・EMS診断事業」では、省エネの専門家が事業所を訪問し、それぞれの事業所
に適した省エネの方法を提案

出典：一般社団法人京都知
恵産業創造の森



Copyright(c) 2025 Forval corporation All Right reserved. 38

排出量削減（②電化）

削減の計画を立てる「減らす」

・化石燃料をエネルギーとして使用している機器を、電化機器に変更
・今後再生エネルギーを導入する際に、CO2削減効果が最大化

対象 変更前 変更後

空調設備
ガス空調機器 高効率エアコン

給湯設備 ガス給湯器 エコキュート

厨房設備 ガスコンロ IHヒーター

社用車 ガソリン車 EV・PHEV車

出典：資源エネルギー庁HPより

設備変更の例（補助対象）
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排出量削減（③再生可能エネルギー）

39

削減の計画を立てる「減らす」

出典：環境省HPより

・火力発電所等の資源由来の電力から、再生が可能な自然エネルギーへの転換
・例えば太陽光を活用する手段は主に３つ（詳細は後述）
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削減の計画を立てる 「減らす」

削減計画の作成

40

・取り組みを設定し、スケジュール（削減計画）を立ててみる
・投資金額が何年で回収できるのか、排出削減量はどのぐらいになるのか把握

出典：環境省「中小企業向けの脱
炭素経営導入ハンドブック」より
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２．脱炭素経営の概要とその取り組みへのアプローチ

41

① なぜ中小企業に脱炭素が求められているのか

② 脱炭素経営について 「知る」

③ 排出量を可視化する 「測る」

④ 削減の計画を立てる 「減らす」

⑤ 自社の取り組みを「知らせる」
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自社の取り組みを知らせる

最後のステップ「知らせる」

42

知る 測る 減らす 知らせる

• 脱炭素が求めら
れる背景

• メリットやデメリット
の理解

• 脱炭素の進め方

• 算定する目的
• 排出量の算定

方法
• ツールの活用

• 削減目標や計
画を策定

• 省エネの推進
• エネルギー源の

転換
• 再エネの利活用

• 取組みの公開
方法を検討

• 排出削減の推
移の把握

• 脱炭素に取り組んでいることを内外に示していくことが重要
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自社の取り組みを知らせる

目的

43

・脱炭素経営に取り組んでいる状況を内外に知らせることで、メリットを得る
・競争力の強化や売上拡大、知名度や認知度の向上に結び付けていく

出典：環境省「中小企業向けの脱
炭素経営導入ハンドブック」より
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自社の取り組みを知らせる

SBTとは

44

・SBTは、パリ協定（1.5℃目標など）に整合した、科学的根拠のあるGHG削減目標のこと
・中小企業版のSBTも設定されており、認定されれば大きな宣伝効果が生まれる可能性

出典：環境省「グリーンバリュー
チェーンプラットフォーム」より

運営機関
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自社の取り組みを知らせる

中小企業のSBTについて

45

・国内のSBT認定取得企業数は増加傾向にあり、2025年時点で約1,600社が認定
・そのうち約８割は中小企業の認定が占める

出典：環境省「SBTについ
て」より
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脱炭素経営の概要と取り組みへのアプローチ

まとめ

46

① なぜ中小企業に脱炭素が求められているのか

② 脱炭素経営について 「知る」

③ 排出量を可視化する 「測る」

④ 削減の計画を立てる 「減らす」

⑤ 自社の取り組みを「知らせる」
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参考

47

知る・測る・減らす、それぞれのステップで参考となるウェブサイト（中小機構HPより）

https://j-net21.smrj.go.jp/special/chusho_sdgs/carbonneutral/checksheet.html

https://j-net21.smrj.go.jp/special/chusho_sdgs/carbonneutral/checksheet.html
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参考

48

知る・測る・減らす、それぞれのステップで参考となるウェブサイト（中小機構HPより）

https://j-net21.smrj.go.jp/special/chusho_sdgs/carbonneutral/checksheet.html

https://j-net21.smrj.go.jp/special/chusho_sdgs/carbonneutral/checksheet.html
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本日のプログラム

49

１．はじめに

２．講演「脱炭素経営の概要と取り組みへのアプローチ」

３．事例紹介（株式会社アップルツリー様）

４．地域脱炭素・京都コンソーシアムの活用方法（京都府脱炭素社会推進課）

５．事例紹介（京都府地球温暖化防止活動推進センター様）

６．府有林を活用した森林クレジットの紹介（京都府林業振興課）

７．質疑応答
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株式会社アップルツリー

できることから始めよう！
中小企業での取組み事例紹介
LED・太陽光設備導入でコスト削減と企業価値向上へ
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会社紹介

企業理念（vision）

地球環境を守る為、環境支援活動において『新しいあたりまえ』を創出し
全てのステークホルダーと共に、脱炭素社会の実現を目指す。

喜多方工場
本社

中部支店

関西支店

九州支店

商号 株式会社アップルツリー

本社所在地 〒143-0006
東京都大田区平和島4-1-23 JSプログレビル5F

設立 2010年5月27日

代表取締役社長 南谷 幸男

資本金 1億円

従業員数 115名
（※2025年10月時点※派遣社員、アルバイト含む）

拠点 本社（平和島） 東北支店（仙台）、
中部支店（名古屋）、関西支店（大阪）、
九州支店（博多）、喜多方工場(福島県喜多方市）

株主 株式会社フォーバル
（東京証券取引所 スタンダード市場）

ISO14001:2015取得
（登録証番号：C2019-03409）
ISO9001:2015取得
（登録証番号：C2022-02387）

喜多方工場

―第三者認証―

本社

―参画団体―

AiCTコンソーシアム
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事業内容

②EX（エネルギートランスフォーメーション）推進事業

太陽光発電システム、蓄電池、オール電化製品等の環境関連商材を

幅広くラインアップしながら、自家消費発電の営業支援を行う事業。

オリジナルパッケージや、営業支援ツールも展開。

①ライティング事業

「実質CO₂排出量ゼロ」のカーボンフリーの自社工場。

リユース可能なLEDや、除菌型LEDなど付加価値のある製品を、

Made in Japanの高品質で製造販売。

③VS（バリューソリューション）事業

電気工事業として自家消費太陽光や、LED交換工事をワンストップで対応。
（建設業許可：東京都知事許可（般-6）第158377号）

④GX（グリーントランスフォーメーション）推進事業

企業の脱炭素経営実現に向けた伴走支援する事業。

中小企業に特化したCO₂可視化サービスと、

具体的な削減提案から環境分野の第三者認証取得などを支援する。
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中小企業を取り巻く実情
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中小企業を取り巻く実情

大手取引先からのCO2排出算定・削減要請が今はなく

ても、数年後には「取引継続の条件」になる可能性

があります。

温室効果ガス排出に価格がつけられ、CO2排出量が多

いほどコスト負担が増加する未来は目前です。
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無視できない潜在的なリスク①

潜在的なリスク①：知らないうちに淘汰されるリスク 

上場企業
大手企業

主要
サプライヤー

自発的に
CO₂を算定している
中小サプライヤー

言われてないから
CO₂を算定していな

い
中小サプライヤー

取引継続

主要
サプライヤー

大手企業は主要サプライヤーまでは協力要請をして
いるが、中小サプライヤーまでは数が多すぎて管理し
きれないので、要請していないだけという実情

開示義務化によるサプライチェーン全体への影響拡大
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将来的な企業リスクの回避

成長志向型カーボンプライシング構想

企業などが排出している温室効果ガス（≒CO₂）に価格をつけ、
それによって排出者の行動を変化させるために導入する政策手法。

代表的な制度としては排出したCO₂に対して課税する『炭素税』

CO₂排出量が多ければ多いほど税負担増

潜在的なリスク②：減らせていたかもしれないコスト負担を被るリスク

項目 設定単価（1tあたり） 備考

参考上限価格 4,300円 この価格を超えないよう市場をコントロール

参考下限価格 1,700円 炭素価格が安くなりすぎないよう下支え

出典元：経済産業省：排出量取引制度小委員会（2025年12月22日開催資料）より

予定されている炭素価格
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【経営リスク試算】炭素税導入に伴うコスト影響予測

炭素価格の上昇により、年間コストが約15倍にも膨らむ可能性

※想定条件：地球温暖化対策税 単価289円/t-co2

年間CO₂排出量 50,000 t-CO₂（中規模工場レベル）

コスト増リスク

約15倍
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取組み事例
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LED化シミュレーション例

空調機器
34%

照明
30%

その他AO

機器等
36%

空調機器 照明 その他AO機器等

【オフィスの電気使用割合】

LEDへの切替は経費削減がCO₂削減にもなる

≪一般的なオフィスでの試算例》

―仮定条件―
• 1日の使用時間：12時間／年間稼働日数（土日休み）：240日
• 交換本数：32本／電気料金単価：36円

直管４０W 蛍光灯  1本 の月電気料金

10.56kwh(使用電気量)×単価 1kwh36円(電気料単価)＝380円

直管１２W LEDにした場合 1本 の月電気料金

 2.88kwh(使用電気量)×単価1kwh36円(電気料単価)＝104円

※CO₂排出係数：令和2年度全国平均係数（0.000433（t-CO₂/kWh））で計算

直管１本での差額 276円

電気代
削減効果

切替前 12,160円／月

切替後 3,328円／月

削減効果 8,832円／月

CO₂
削減効果

切替前 146.3kg-CO₂

切替後 39.9kg-CO₂

削減効果 106.4kg-CO₂

※市場の約40%はまだLED化未対応
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取組み事例① オフィス照明のLED化

項目 導入前 導入後 実施効果

電力使用量
（１時間あたり）

19,411W 5,718W 消費電力 約71%削減

電気料金
（１年間あたり）

1,866,591円 560,803円 電気料金 約70%削減

CO₂排出量
（1年間あたり）

20.8t-CO₂ 6.3t-CO₂ CO₂排出量 約70%削減

投資額 約373万円
（※工事費込み）

約３年弱で
投資回収

※（参考）京都府「サプライチェーン省エネ推進事業補
助金」を活用した場合（上限200万円）
コスト負担：約173万円（投資回収年数：約1.3年）

東京都港区／某製造業E社様

➢ 電気代の削減だけではなく、照明の交換頻度も減少。以前よりもオフィスが明るくなり、社員からも高評価
➢ 省エネ＋コスト削減の好循環を実現POINT！

経済

環境

導入概要 本社ビル（5階建て）の直管蛍光灯 約400本をＬＥＤ化

＜脱炭素への取組み動機＞

電気代の高騰による経営負担増加 コスト削減施策が無自覚的に
脱炭素につながる取組みに！
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太陽光導入シミュレーション例

電気はできるだけ買わずにコスト削減。再エネ電気で環境貢献。

＜導入事例＞

⚫ 茨城県某企業

⚫ 設置容量：139.44kW

⚫ （PCS出量88kW）

補助金を使わなくても

6〜9年程度で

投資回収可能

その後は全て収益に

年間11,393,789円の電気代が

⇒7,246,705円に

削減額 4,147,084円
※36.4%の削減見込

CO₂削減量
50.7t-CO₂
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取組み事例② 太陽光発電システム導入

某焼肉チェーン店（埼玉県）

※外食事業の運営及び
フランチャイズチェーン展開

導入概要 環境活動の一環として、店舗屋上に45.9kW相当の太陽光パネルを設置

項目 シミュレーション値 実績値 実施効果

コスト削減効果 342,043 円／3ヶ月 508,855 円／3ヶ月 想定よりも＋166,812円の店舗利益増

CO₂削減効果 ー 33.7t-CO₂／年 環境負荷を大幅に軽減

自家消費量 12,858.75 kWh 19,129.88 kWh +6,271.13 kWhの自家消費量

➢ 導入した太陽光発電効果はシミュレーション値を大きく上回り、当初想定以上の経済効果・環境効果を獲得
➢ 照明のLED化も積極推進。エコ箸などゴミ削減など資源に配慮／牛脂を石鹸にリサイクルし自社工場で使用POINT！

イニシャルコスト 投資回収年数 （参考）補助金活用の場合

約8,660,000円 約5.9年
※（参考）京都府の太陽光発電等導入促進事業補助金を活用したの場合

イニシャルコスト：約230万円削減／投資回収年数：約4.3年

＜脱炭素への取組み動機＞
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取組み事例③ 太陽光発電システム導入

株式会社奈良事務機

導入概要
⚫ 本社ビル屋上に60.3kW相当の太陽光パネルを設置し、エコオフィス化
⚫ 自家消費型太陽光で購入する電気を減らして、環境貢献と併せて経費も削減

奈良県奈良市／卸売・コンサルティング業

（https://www.narajimuki.co.jp/）

➢ 「買う電気」から「つくって使う電気」へシフト
➢ 自社の駐車場内にEVの充電ステーションを設置し、発電した電気を有効活用
➢ 電気会社から買っている電気を非化石証書付の実質再エネ電気に切替えて

Scope2のカーボンニュートラルを達成

POINT！

項目 削減額・量 実施効果

コスト削減効果額／年 約 2,030,000円 大幅な電力コスト削減

CO₂削減量／年 約 33.7 t-CO2／年 環境負荷を大幅に軽減

＜脱炭素への取組み動機＞

https://www.narajimuki.co.jp/


Copyright © Apple Tree Inc. All rights reserved 65

自家消費型太陽光導入方法別メリット／デメリット

モデル メリット デメリット

1.自己投資型

・発電した電気は０円で利用できる
・削減CO2価値は自社のもの
・投資対効果は最も大きくなる可能性が髙い
・節税効果がある

・設置、メンテナンス費用は自己負担
・管理は自社となる
・短期的な視点ではメリットを感じにくい

2.PPA契約

・設備導入費用がかからない
・設置、メンテナンス費用はPPA会社負担
・電気料金値上げに関する外的な影響を受けない
（※契約内容による）
・契約期間が満了した際に設備譲渡

・削減CO2価値はPPA会社のもの（例外あり）
・発電した電気はPPA契約単価で利用（長期）
・契約期間が15年〜20年ほどの長期になる
・交換や処分が自由にできない

3.リース型
・初期費用ゼロで設備が導入できる
・リースの支払いを経費として計上にできる

・支払い総額が割高になる
・メンテナンス費用がかかる
・リースは契約期間は半年〜数十年と長期間
・リースでは原則中途解約が不可
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R7年度実施の脱炭素・省エネ補助事業

補助金名・主体 対象・補助額 対象設備・条件・補足 参考URL

省エネルギー投資促進・需要構
造転換支援事業費補助金
(経済産業省)

対象: 全事業者
補助率: 1/3〜1/2
上限: 設備による

LED、高効率空調、ボイラー、自家消費型太陽光など。
省エネ効果のある設備更新が対象。公募は複数回あり。

https://sii.or.jp/set
subi06r/

脱炭素経営促進資金
(京都府)

対象: 府内中小企業
融資利率:年1.4%以内（固定）
限度額: ２億円（有担保）

8千万円（無担保）

◆ 設備資金
（脱炭素化に係る取組に要する費用に限る）
◆ １５年以内  ＜原則、元金均等月賦返済。

必要に応じ、２年以内の据置可＞

https://www.pref.k
yoto.jp/kinyu/docu
ments/42datsutans
o.pdf

サプライチェーン省エネ推進
事業補助金
(京都府)

対象: 府内事業者
補助率: 1/2〜2/3程度
上限: 200百万円

空調設備やLED照明設備の省エネ化、ボイラー等高効率な
省エネ機器への更新。
※「既設の設備」を「省エネ設備」に更新する事業であ
ること
※再生可能エネルギー発電設備は対象外

https://www.pref.k
yoto.jp/tikyu/news/
kyo-ver.html

太陽光発電等導入
促進事業補助金
（京都府）

対象: 府内事業者、個人等
補助率:
＜太陽光発電設備＞定額補助
＜蓄電池＞導入費用の1/3
上限額：
＜太陽光発電設備＞900万円
＜蓄電池＞100または200万円

自家消費型太陽光発電設備（非FIT/FIP）、
蓄電池（太陽光発電設備と同時導入する場合のみ）、
ソーラーカーポート等（駐車場への設置）
※FIT制度またはFIP制度の認定を取得しないこと

https://www.pref.k
yoto.jp/energy/jute
n_taiyoko.html

令和7年度実施事業（政府省エネ補助金、京都府様の補助事業）
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R8年度実施予定の脱炭素・省エネ補助事業

補助金名・主体 対象・補助額 対象設備・条件・補足 参考URL

省エネルギー投資促進・需要構
造転換支援事業費補助金
(1,810億円:経済産業省)

対象: 全事業者
補助率: 1/2以内
上限: 1-15億円

企業の省エネ設備への更新や、脱炭素に向けたエネルギー構造の
転換を支援する補助金制度

https://www.meti.go.
jp/main/yosangaisan/
fy2026/pr/gx.html

省エネルギー投資促進支援事業
費補助金
(50億円：経済産業省)

対象: 全事業者
補助率：1/2以内
限度額: 1億円

工場・事業場において実施されるエネルギー消費効率の高い設備へ
の更新等について、過去に採択した以下の取組に関する複数年度
事業の支援制度

https://www.meti.go.
jp/main/yosangaisan/
fy2026/pr/gx.html

建築物等のZEB化・省CO2化
普及加速事業
(67億円：環境省)

対象: 全事業者
補助率：メニューによる
限度額: -

業務用建築物のZEB化の普及拡大のため、高効率な設備の導入
支援や省CO2改修の可能性調査を支援

https://www.env.go.j
p/earth/earth/ondank
a/enetoku/2026/

ペロブスカイト太陽電池の社会
実装モデルの創出に向けた導入
支援事業
（70億円：環境省）

対象: 全事業者
補助率：事業による
限度額: -

ペロブスカイト太陽電池の導入初期における発電コスト低減のため、
ペロブスカイト太陽電池の将来の普及フェーズも見据えて、拡張性が
高い設置場所へのペロブスカイト太陽電池導入を支援する

https://www.env.go.j
p/earth/earth/ondank
a/enetoku/2026/

業務用建築物の脱炭素改修加
速化事業
（40億円：環境省）

対象: 全事業者
補助率：1/2-1/3
限度額: -

業務用建築物の脱炭素化を早期に実現するため、外皮の高断熱化
及び高効率空調機器等の導入を支援

https://www.env.go.j
p/earth/earth/ondank
a/enetoku/2026/

環境配慮型先進トラック・バス導
入加速事業
（33億円：環境省）

対象: 全事業者
補助率：1/2-1/3
限度額: -

ハイブリッド及び天然ガストラック・バス、低炭素型ディーゼルトラッ
クの導入を支援

https://www.env.go.j
p/earth/earth/ondank
a/enetoku/2026/

令和８年度実施予定事業（各省庁の当初予算案より）
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補助金活用のメリットや留意点

有用性・メリット

➢ 初期投資の削減

導入費用の1/3〜2/3を補助金でカバーし、

投資回収機関を大幅に短縮可能。

➢ ランニングコスト減

LEDや自家消費型太陽光により、

毎月の電気代を削減し、収益力を向上。

➢ 企業価値の向上

「脱炭素経営」の実践企業として、

取引先や金融機関、地域からの信頼を

獲得。

注意事項・成功のカギ

⚫ 情報収集は3月から

多くの公募は4〜6月に集中します。

人気のある枠は早期終了もあるため、

早めの準備が必要です。

⚫ 事前着工の禁止

原則として「交付決定通知」が届く前に

発注・契約した経費は対象外となります。

⚫ 事業計画の重要性

特に国の大型補助金は、設備導入だけ

でなく、「成長に向けた計画」の具体性が

審査されます。
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「コスト削減」と「企業価値向上」の好循環を実現する
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まとめ
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ご清聴ありがとうございました。
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本日のプログラム

72

１．はじめに

２．講演「脱炭素経営の概要と取り組みへのアプローチ」

３．事例紹介（株式会社アップルツリー様）

４．地域脱炭素・京都コンソーシアムの活用方法（京都府脱炭素社会推進課）

５．事例紹介（京都府地球温暖化防止活動推進センター様）

６．府有林を活用した森林クレジットの紹介（京都府林業振興課）

７．質疑応答
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地域脱炭素・京都コンソーシアムとは

73

京都府では、令和４（2022）年12月1日に地域金融機関・産業界・行政を構成団体とする「地域脱炭素・京都コン
ソーシアム」を設立し、地域金融機関の営業力・融資ネットワーク等を活用した中小企業の脱炭素化支援に関する課題
整理及び対応、さらには行政施策について議論

合わせて、地域金融機関と中小企業が活用しやすいサステナビリティ・リンク・ローン（SLL）の仕組みである「京都ゼロ
カーボン・フレームワーク」を令和5（2023）年1月に構築。
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京都府における脱炭素支援メニュー

74

京都府では、主に中堅・中小企業をターゲットとしてコンソーシアム構成団体が展開する支援メニューを意識啓発～情
報開示の各ステップに応じて一気通貫でとりまとめることで、府内中小企業の脱炭素を支援。
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府内に事業所を置く中小企業等を対象に、中小企業が脱炭素経営に取り組む必要性や中小企
業の脱炭素化につながる支援メニューを紹介

中小企業向け脱炭素セミナー

知る

75
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EMS等評価・指導事業

76

京都府の「省エネ・節電・EMS診断事業」では、省エネの専門家が事業所を訪問し、それぞれの事業所に適した省エネ
の方法をご提案します。

診断の流れ
①診断員が事業所を訪問し、３時間ほどかけて計測とインタビューを実施
②多くの電力を消費する機器に消費電力計を設置し、１週間程度継続的にデータを計測
③診断員が 事業所を訪問し、診断結果報告書を提示し、効果的な運用方法や設備改修方法について説明

測る
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補助対象者 中小企業者等

補助対象設備 空調・ボイラー：ＳＩＩ（一般社団法人 環境共創イニシアチブ）が実施する
省エネ事業補助金の指定設備

照 明  ：ＬＥＤ（調光機能がないものも含む）

補助率 １／３以内

※但し、ＳＢＴ認定取得事業者、京都ゼロカーボン・フレームワークを活用した
 サステナビリティ・リンク・ローンを組成した者は経費の１/２以内

上限額等 上限：250万円
下限： 50万円 ※補助対象経費の合計が15０万円（or100万円）以上のもの

補助対象経費 設計費、工事費、機械器具費、測量試験費

お問い合わせ 一般社団法人京都府産業廃棄物3R支援センター TEL:075-352-0530

• サプライチェーンにおける温室効果ガス排出量の削減（廃棄物分野の取組を含む）を計画する事業者※が、
当該計画に位置づける事業として認めるもので、既存設備を京都府が指定する設備（照明、空調、ボイラー）の更新に要する
経費の一部を補助
※府内に本店を有する法人又は京都府地球温暖化対策条例第16条第2項に規定する特定事業者に限る

（詳細）https://www.pref.kyoto.jp/tikyu/news/kyo-ver.html

サプライチェーン省エネ推進事業補助金

減らす

77

https://www.pref.kyoto.jp/tikyu/news/kyo-ver.html
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　45万MJ

300㎡ 2,000㎡ 15,000㎡

再

エ

ネ

導

入

量

　6万MJ

　3万MJ

準特定建築物 特定建築物

義務量

300～2,000㎡の建物は
3万MJ以上の導入義務

2,000㎡以上の建物は
6万～45万MJ以上の導入義務

義務量以上の導入を促進

【現状】

条例の義務量を超えて再エネ

導入をする事業者が少ない

【事業効果】

条例の義務量を超えて再エネ

設備を導入する者に対して支援

を行うことで、事業者における

更なる再エネ設備導入を促進

＜再エネ条例第6条及び第7条基準＞

＜参考＞条例の設置義務量
○ 特定建築物（延べ床面積2,000㎡以上）

６万MJ〜45万MJ（上限）
※30MJ×床面積（新築又は増築面積）

○ 準特定建築物（延べ床面積300㎡以上2,000㎡未満
）

一律３万MJ（適用除外規定あり。）

※３万MJ≒太陽光約2.5ｋW

• 条例の義務量を超えて太陽光発電設備を設置する事業者に対する補助
（条例施行前の既存建物における設置も補助対象（条例の設置義務は新築・増築のみ））
（詳細）https://www.pref.kyoto.jp/energy/uwanose/uwanose.html

特定建築主太陽光発電設備等導入促進事業補助金

減らす

※本事業は環境省の重点対策加速化事業を活用した事業です。

補助対象設備 補助率 補助限度額 備 考

太陽光発電設備 5万円/kW 900万円

・自家消費率30％以上かつ府内消費50％以上

・FIT売電不可

・上乗せ分の設備を設置する費用と、義務量分を含む設備導入量に補助

率を乗じた額のいずれか低い額

蓄電池 １／３ 100万円

・規格により次の価格（工事費込・税抜）の1/3が上限

家庭用：14.1万円/kWh、業務用：16.0万円/kWh

・太陽光発電設備との同時導入

・災害時に地域へ電力供給する場合は補助限度額200万円

78
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非化石証書共同購入プロジェクト

79

京都府では、府内事業者や市町村等が温室効果ガス削減の手段として、安価・簡易に再エネ価値取引市場※1から「
非化石証書※2」を購入できるよう、共同購入プロジェクトを開始し、府内事業者等の温室効果ガス削減の取組を促進
してます。

※1 各自治体や企業等が温室効果ガス排出削減に取り組むにあたり、省エネ推進や再生可能エネルギー導入だけでは限界があるため、

「再エネ価値の調達」という新たな手段を提供するために経済産業省が2022年に創設した市場。

※2 非化石電源（化石燃料を使用しない発電方法）で発電した電気から、二酸化炭素を排出しないという「再エネ価値」を取り出して、

証書の形にて売買を可能にしたもの。再エネ価値取引市場から非化石証書を購入することで、使用電力の再エネ化が可能となる。

減らす
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⚫ 中小企業へのアプローチとして金融機関の融資ネットワークに着目。削減目標の達成により金利優遇を受けられる融資
契約において必要な第三者評価に、京都府条例に基づく特定事業者制度を準用し、審査コストを省略

⚫ KPI：府内事業者の事業活動から排出されるCO2排出量の削減
⚫ SPT：業務部門▲6％、産業部門▲4％、運輸部門▲2％ ※特定事業者制度の目標削減率と同等水準

概 要

＜フレームワークの対象等＞
1. 利用可能な事業者 

 府内に事業所（工場、事業場、店舗等）を
 有する事業者

2. フレームワークの実績
取組件数：157件（R7.12末時点）

3. 取り扱い金融機関 （R7.12末時点）
株式会社京都銀行、京都信用金庫
京都中央信用金庫、京都北都信用金庫
株式会社南都銀行、株式会社滋賀銀行
株式会社商工組合中央金庫 

府内企業

金融機関 京都府

✓ SLL実行
✓ 進捗確認

（対話）
✓ レポーティング

✓ 計画書・報告
書の評価

✓ 指導・助言等

✓ 計画書・報
告書提出

✓ SLL実行支援
✓ コンソーシアムでの連携

主なメリット 京都ゼロカーボン・フレームワーク 従来のSLL

組成手数料（第三者認証費用） ０円／件 200〜300万円／件

最低融資金額 設定なし 5000万円以上〜

金融機関事務（SPT設定・評価等） なし 案件毎に設定 ※外部支援も必要

• 地域金融機関と連携して、 「京都ゼロカーボン・フレームワーク」を活用したサステナビリティ・リンク・ローンの組成等を
通じ、2050 年カーボンニュートラル達成に資する府内企業の脱炭素化の取組を推進（R5.1.30運用開始）
※全国初の金利優遇スキームであり、環境省「令和4年度グリーンファイナンスモデル事例創出事業」に採択
※第11回プラチナ大賞において、「大賞・経済産業大臣賞」を受賞

減らす

京都ゼロカーボン・フレームワーク

80
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京都ゼロカーボン・フレームワークの取扱金融機関は以下のとおりです。本フレームワークの活用をご希望の事業者様
は、日頃お取引のある金融機関にご相談ください。

金融機関 名称 URL

京都銀行 サステナビリティ・リンク・ローン（京都版） https://www.kyotobank.co.jp/news/data/20230425_2659.pdf

京都信用金庫 京都府ゼロカーボン融資 https://www.kyoto-shinkin.co.jp/business/kankyo/zero-carbon.html

京都中央信用金庫
サステナビリティ・リンク・ローン（京都ゼ
ロカーボン・フレームワーク）

https://www.chushin.co.jp/cms_source/files/20230911134.pdf

京都北都信用金庫 サステナビリティ・リンク・ローン http://www.hokuto-shinkin.co.jp/_news/contents/19306/SLL.pdf

南都銀行 サステナビリティリンクローン https://www.nantobank.co.jp/hojin/tyoutatsu/esg/

滋賀銀行
サステナビリティ・リンク・ローン(SLL)
SLL“しがCO2ネットゼロ”プラン

https://www.shigagin.com/pdf/company_ESG_carbon_neutral.pdf

商工組合中央金庫 サステナビリティ・リンク・ローン（京都版） https://www.shokochukin.co.jp/assets/pdf/nr_240422_01.pdf 

京都ゼロカーボン・フレームワーク
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実際にゼロカーボン・フレームワークを利用した事業者や金融機関からは次の意見が寄せられています。～事業者の声～ ～金融機関の声～

• 中小企業としてサステナブルファイナンスはハード
ルが高いと感じていたが、想定していたよりは難し
くなかった

• 本フレームワークにより、行政や地域金融機関
のフォローも受けながら、今回の挑戦が実現した

• これまでISOの活動を通じて脱炭素を推進して
おり、今回の活動もその一環として位置づけてい
る

• 最近は学生たちも企業選びにおいて環境を重
視している

• 社内外において環境取組のPRを強化し、新た
な人材や取引先の獲得等に繋げたい

• 地域社会における持続可能性の向上を重要な
テーマとして位置づけている 

• 各種ファイナンス、コンサルティングの拡充に取り
組んでいるが地域全体での機運醸成や行政支
援等の必要性を感じていたところ

• 「京都ゼロカーボンフレームワーク」は時宜を得た
取組であり、中小企業にとってメリットもある

• 既に多くの取引先から申し込みがある
• 今後も京都府や地域金融機関と連携し、取組

の深堀に努めていきたい

京都ゼロカーボン・フレームワーク

京都ゼロカーボン・フレームワークを利用した事業者および金融機関の声

実際に本フレームワークを利用した事業者や金融機関からは、次の意見が寄せられています。

82
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京都ゼロカーボン・フレームワーク
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京都ゼロカーボン・フレームワークを利用した企業様は、排出量削減報告書を京都府HP上で公開している
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事業名/実施主体 事業内容 公開情報/要件等 申請・問い合わせ先
中小企業脱炭素経営セミナー（京都市） 市内中小企業等のカーボンニュートラルによる企業価値の創出と、新たなビジネス展

開につなげることをサポート
京都市内の中小企業が対象。 産業観光局産業イノベーション推進室

電話：075-222-3324
省エネセミナーの開催について 排出量削減に向けた取組の更なる推進のため、省エネの情報を提供。「事業者の省

エネの取組推進」や「ZEB化改修」、「脱炭素経営」などの情報を解説。
京都市地球温暖化対策条例に定める「準特定事業者」が対象。 主催：京都市 環境政策局地球温暖化対策室（準特

定事業者担当）
電話：075－222－4555

脱炭素（カーボンニュートラル）に向けた取組支援
セミナー（京都工業会）

ESG投融資の基本的な知識や最新情報、削減目標達成により金利優遇を得られる
融資制度（SLL、サステナビリティ・リンク・ローン）が活用できる金融商品について解
説

京都工業会会員、一般中小、中堅企業が対象。 公益社団法人京都工業会
電話：075-353-0061

森林づくり体験学習会（京都工業会） 入門講座と木工ワークショップ、森林づくりワークショップを通じて、森林づくりを行う
ための情報と体験を提供

京都工業会会員、一般中小、中堅企業が対象。 公益社団法人京都工業会
電話：075-353-0061

「はじめよう！環境経営」ポータルサイト（京都商
工会議所）

環境経営に関する情報や事例を提供するポータルサイト。 京都商工会議所会員企業が対象。 京都商工会議所
電話：075-341-9771

京商ECOサロン（京都商工会議所） 環境経営に関するセミナーや情報交換の場を提供。 京都商工会議所会員企業が対象。 京都商工会議所
電話：075-341-9771

京都の事業者による脱炭素メニュー 京都府内の事業者による脱炭素の取組をインタビュー記事で紹介。 全国の事業者が対象。 京都府地球温暖化防止活動推進センター

グリーン・バリューチェーンプラットフォーム（環境
省）

脱炭素経営に関する総合情報を提供するプラットフォーム。 全国の事業者が対象。 環境省
電話：03-3581-3351

省エネ診断(経産省) 専門家が事業所を訪問し、省エネ診断や省エネ最適化診断を実施。 全国の事業者が対象。 一般社団法人環境共創イニシアチブ

中小事業者の高効率機器導入促進事業補助金
（京都市）

京都市地球温暖化対策条例に基づき,省エネ効果の期待できる高効率機器（空調、
換気、照明、給湯設備）の導入に係る費用の補助金を交付。

京都市地球温暖化対策条例に規定する準特定事業者又は、京都市内において、既に事
業活動を営んでいる中小企業者等で、かつエネルギー消費量等報告書を提出できる事業
者。詳細は公式サイトを参照。

一般社団法人京都知恵産業創造の森
電話：075-353-2303

京都市建築物の太陽光発電設備等上乗せ設置
促進事業補助金（京都市）

京都市地球温暖化対策条例に基づき、一定規模以上の建築物の新築又は増築時
に、太陽光発電設備を設置する場合、1．同設備の設置費用、2．同設備に付帯す
る蓄電池の設置費用に対する補助金を交付。

京都市内の延べ床面積10m2以上の建築物において、太陽光発電設備を定める基準量
に1kW以上上乗せして設置する民間事業者又は個人。詳細は公式サイトを参照。

京都市環境政策局地球温暖化対策室
電話：075-222-4555

太陽光発電初期投資ゼロ促進事業（0円ソーラー
事業）（京都府）

初期費用ゼロで太陽光発電設備を導入できるビジネスモデル「0円ソーラー」を促進。京都府内の太陽光発電設備の導入を検討している事業者又は個人が対象。詳細は公式
サイトを参照。

公益財団法人京都市環境保全活動推進協会 企画
広報室（委託事業受託事業者）
電話：075-647-3535

太陽光発電設備等共同購入事業（みんなのおう
ちに太陽光）（京都府）

府・市と協定を締結したアイチューザー（株）が、府内全域から太陽光パネル及び蓄
電池の購入希望者を募り、共同購入を通じて、導入コストの削減を支援。

京都府民が対象。詳細は公式サイトを参照。 京都府総合政策環境部脱炭素社会推進課
電話：075-414-4708

非化石証書共同購入プロジェクト（京都府） 非化石証書の共同購入を通じて、再生可能エネルギーの利用促進を支援。 京都府内に事務所のある法人または個人事業主・テナント事業者が対象。詳細は公式サ
イトを参照。

京都府非化石証書共同購入事務局
info-pref.kyoto@enerbank.jp

水素ステーション等普及促進事業補助金（京都
府）

府内にて水素ステーションの設置や燃料電池車の導入に対する補助金を交付。 京都府内の事業者が対象。詳細は公式サイトを参照。 総合政策環境部脱炭素社会推進課
電話：075-414-4705

京都府ZEBアドバイザー派遣事業（京都府） 建築物のZEB化や省エネ設備の導入に向け、ZEBプランナーを派遣し、相談・助言を
実施。

京都府内に事業所を有する中小事業者（法人および個人）、市町村等。詳細は公式サイト
を参照。

総合政策環境部脱炭素社会推進課
電話：075-414-4705

省エネ補助金（経済産業省） 省エネ設備の導入に対する補助金を交付。 全国の事業者が対象。詳細は公式サイトを参照。 一般社団法人環境共創イニシアチブ
電話：03-5472-2033

脱炭素経営促進資金（府市制度融資）（京都府・
京都市）

脱炭素経営に取り組む事業者に対し、融資制度を提供。 京都府内の事業者が対象。詳細は公式サイトを参照。 商工労働観光部中小企業総合支援課
電話：075-414-4826

事業者排出量削減計画・報告・公表制度（京都
府）

事業者の「事業者排出量削減計画書」「環境マネジメントシステム導入報告書」等の
作成・報告・公表を推進。

要件に該当する京都府内の事業者が対象。詳細は公式サイトを参照。 総合政策環境部脱炭素社会推進課
電話：075-414-4705

事業者排出量削減計画書制度（京都市） 事業者の温室効果ガス排出量削減計画書の作成・提出を推進。 要件に該当する京都府内の事業者が対象。詳細は公式サイトを参照。 京都市環境政策局地球温暖化対策室
電話：075-222-4555

京都府 地域脱炭素・京都コンソーシアムHPの「各種支援策」にて参照可能

その他の支援メニュー
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京都ゼロカーボン・フレームワーク

京都府地球温暖化防止活動推進センター

中小企業における

排出量削減優良事例報告



地域脱炭素・京都コンソーシアム

webサイトでの公開



優良事例紹介







京都ゼロカーボン・フレームワークを活用した排出量削減に向けた取組のながれ
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省エネ等の取組や関心

ステークホルダーの要請

排出量の算定 LEDへの更新・再エネ導入等

省エネ診断
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自社の取組の発信

SBT認定取得エネルギー費用対策



優良事例事業者の特徴

効率的な業務改善
（エネルギー価格対策）

脱炭素経営による

事業拡大

代表者のモチベーショ

ン



新しい手法による再エネ導入例参考

● 事業所（事務所・工場等）の屋上に、

 太陽光パネルの設置が困難な場合等

● 夏季における車両の遮熱対策

ソーラーカーポート

● 冬季の積雪対策

● 事業所の未利用地（駐車場等）の有効活用

「京都府駐車場・農地等再エネ導入促進補助事
業」



事業概要

導入設備、事業の効果

所在地 京都市伏見区

（特筆事項）

工作機械等の卸売業。KESステップ1取得。
社屋で全量自家消費。
本事業により全消費電力量の80％ほどを補う。
脱炭素経営を目指す。
中小企業版SBT取得。

発電容量 太陽光パネル出力5.95 kW
パワコン出力5.9kW

設置タイプ 太陽光発電搭載型（駐車場:2台分）

蓄電池容量 16.4kWh

電力使途 全量自家消費



事業概要

導入設備、事業の効果

所在地 京都府木津川市

（特筆事項）

自動車整備業。
余剰電力を新電力会社と相対契約（非FIT契約）で売
電することにより、全量自家消費を達成。

発電容量 太陽光パネル出力12.87kW
パワコン出力9.9kW

設置タイプ 太陽光発電搭載型（駐車場:2台分）

蓄電池容量 7.4kWh

電力使途 全量自家消費



ご清聴ありがとうございました
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